
1 

2 0 1 9 年 1 2 月 1 0 日 

在 チ リ 日 本 大 使 館 経 済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2019年 11月 ） 

 

１． 経 済 指 標  
（１） GDP 成 長 率 （2019 年 Q3）  
 2019 年 第 ３四 半 期 （７～９月 期 ）の実

質 GDP 成 長 率 は前 年 同 期 比 3.3％と，

第 ２四 半 期 （1 .9％）から引 き続 き上 昇 し

てい る。また 季 節 調 整 済 前 期 比 の伸 び

率 は 0.7％となった。 

 

①需 要 項 目 別 の動 向  

内 需 は ， 前 年 同 期 比 2.4 ％ （ 前 期 同

1.9％）となった（寄 与 度 2.5％）。消 費 は前

年 同 期 比 2.8％（前 期 同 2.3％）となった。内 訳 は，民 間 消 費 が同 3.0％（前 期 同 2.4％），

政 府 消 費 は同 1.9％（前 期 同 1.9％）であった。総 固 定 資 本 形 成 は前 年 同 期 比 5.9％（前

期 同 5.3％）であった。内 訳 をみると，機 械 ・設 備 投 資 が同 3.4％（前 期 同 3.2％），建 設 ・

住 宅 投 資 が同 7.4％（前 期 同 6.4％）であった。 

  外 需 の寄 与 度 は，0.9％（前 期 同 0.0％）となった。輸 出 は，前 年 同 期 比 1.2％（前 期 同

▲3.4％）となった。品 目 別 では，銅 が前 年 同 期 比 5.0％（前 期 同 ▲3.1％）と増 加 し，鉱 業

品 全 体 も同 2.5％（前 期 同 ▲5.0％）と増 加 し，財 も同 1.4％（前 期 同 ▲4.3％）と増 加 した。

輸 入 は，前 年 同 期 比 ▲1.8％（前 期 同 ▲3.5％）となった。 

   

②セクター別 の動 向  

 セクター別 では，銅 が前 年 同 期 比 1.5％（前 期 同 0.5％）と２四 半 期 連 続 で増 加 した。そ

の他 の鉱 業 は同 1.1％（前 期 同 ▲3.5％）となり，鉱 業 全 体 では，同 1.4％（前 期 同 0.2％）

となった。製 造 業 は同 3.1％（前 期 同 ▲1.0％）と２四 半 期 ぶりに増 加 した。農 林 業 は前 年

同 期 比 ▲1.8％（前 期 同 ▲5.1％），水 産 業 が同 4.6％（前 期 同 5.5％）となった。 

 

＜概 要 ＞ 景 気 は，悪 化 している。  
● 消 費 は悪 化 している。  
● 生 産 は，工 業 ，鉱 業 ともに減 少 。企 業 マインドは大 きく悪 化 している。  
● 失 業 率 は高 い水 準 にあるものの，低 下 している。  
● 物 価 は緩 やかに上 昇 している。  
● 黒 字 に転 化 したものの，輸 出 入 ともに減 少 が続 いている。  
● 銅 価 格 は横 ばい，為 替 は急 速 なペソ安 ，株 価 は悪 化 している。  
先 行 きにつ いては，国 内 情 勢 不 安 に よる経 済 の後 退 ，世 界 経 済 動 向 ，米 中 貿 易 摩

擦 等 に よ る 貿 易 減 ， 銅 価 格 下 落 ， 為 替 変 動 がチ リ 国 内 経 済 に 与 え る 影 響 に 引 き 続 き

留 意 する必 要 がある。 
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（２） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前 年

同 月 比 ▲3.4％増 －  
10 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 ▲ 3.4 ％ ，

（季 節 調 整 済 前 月 比 は▲5.4％）となった。

営 業 日 数 は 昨 年 同 日 数 だ っ た 。 鉱 業 は

前 年 同 月 比 2.0％，鉱 業 以 外 の業 種 は同

▲ 4.0 ％ だ っ た 。 季 節 調 整 済 前 月 比 で は

鉱 業 は 0.9 ％ ， 非 鉱 業 部 門 は ▲ 6.1 ％ と な

った。 

中 銀 ア ン ケ ー ト （ 12 月 ） に よ る 見 通 し は

11月 ▲4.0％（中 央 値 ）となっている。 

 

（３） 消 費 －悪 化 している－  
①  10月 の商 業 活 動 指 数 （実 質 ，INE公 表 ）

は ， 前 年 同 月 比 ▲ 9.5 ％ ， 同 指 数 の 小 売

業 （除 く車 ）は同 ▲8.0％となった。 

②  10 月 の ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ，

INE 公 表 ） は ， 前 年 同 月 比 ▲ 1.9 ％ と な っ

た。 

③  商 業 販 売 額 （チリ商 工 会 議 所 公 表 ，サ

ンティアゴ首 都 圏 ，暫 定 値 ）は，10月 は前

年 同 月 比 ▲15.6％となった。 

④  11月 の消 費 者 経 済 認 識 指 数 （IPEC，GfkAd ima rk公 表 ）は28 .3 (前 月 差 ▲ 8 .4 )，個 人 の

景 気 認 識 （現 状 ）は30 .0（同 ▲5.8）と，引 き続 き50（中 立 点 ）を下 回 っている。  

⑤  11月 の新 車 販 売 台 数 は24,272台 （前 年 同 月 比 ▲27.6％）となった。  

 

 

（４） 観 光 －急 激 に悪 化 している－  
 10 月 の観 光 宿 泊 調 査 （ＩＮＥ公 表 ）は，

のべ宿 泊 日 数 が 1,678 , 572 日 ，前 年

同 月 比 ▲14 . 1％となった。 

地 域 別 では， シェアの 大 きい 首 都 圏

州 は 同 ▲ 10 .1 ％ （ 寄 与 度 ▲ 3.5 ％ ） ， バ

ル パ ラ イ ソ 州 は 同 ▲ 20 .9 ％ （ 寄 与 度 ▲

2.4 ％ ） と な っ た 。 そ の 他 の 地 域 合 計 で

は，同 ▲15 . 1％となった。 
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（５） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 増

加 ，鉱 業 は減 少 －  
10月 の工 業 生 産 指 数 は，前 年 同 月 比

▲5.8％となった。セクター別 では化 学 が前

年 同 月 比 寄 与 度 1.55 ％ と 増 加 に 寄 与 し

た 一 方 ， 食 料 品 が 同 ▲ 3.66 ％ と 減 少 に

寄 与 した。  

10 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比

▲1.7％，銅 生 産 量 は同 ▲0.4％となった。 

10月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 ▲2.3％となった。 

 

（６） 企 業 の業 況 判 断 －大 幅 に悪 化 －  
11 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

36 .58ポ イ ント で，前 月 差 ▲14.94ポイ ント と

な った 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が 31.83 （ 同 ▲

20 .33 ポ イ ン ト ） ， 鉱 業 が 51 .30 （ 同 ▲ 13 .54

ポ イ ント ） ， 製 造 業 は 26.09 （ 同 ▲19 .81ポ イ

ン ト ） ， 建 設 業 が 37 .54 （ 同 ▲ 9.61 ポ イ ン ト ）

となった。 

 

（７） 不 動 産 －大 きく減 少 している－  
11月 の建 築 許 可 面 積 （INE公 表 ）は前 年

同 月 比 ▲15 .8％（3か月 移 動 平 均 ）と２か月

ぶりに減 少 に転 じた。 

内 訳 を 見 る と ， 住 居 が 同 ▲ 11.1 ％ ， 非

住 居 は同 ▲25.0％となった。 

 

 

 

（８） 雇 用 －失 業 率 は高 い 水 準 にあるも

のの，このところ低 下 －  
８～10月 期 の失 業 率 は7.0％（前 年 同 期

差 ▲ 0.07 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 前 年 同

期 で見 ると，労 働 力 人 口 は104 , 678人 増 加

（前 年 同 期 比 1.2％），就 業 者 数 は103 , 659

人 増 加 （ 同 1.2 ％ ） し ， 失 業 者 数 は 1,019 人

増 加 （ 同 0.2％ ） してい る。 就 業 者 数 を 職 業

別 にみると，建 設 が同 0.57％と増 加 に寄 与
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する一 方 ，製 造 業 が同 ▲0.80％と減 少 に寄 与 している。 

10月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 4.5％，実 質 は同 1.8％となった。 

 

（９） 物 価 －緩 やかに上 昇 している－  
11 月 の消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ）は ， 前

月 比 は 0.1 ％ ， 前 年 同 月 比 は 2.7 ％ と な っ

た 。 品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と

教 育 （4 .5％），レクリエーション・文 化 （5 .7％）

が上 昇 している一 方 ，通 信 （▲3.3％）が下

落 している。なお，消 費 者 物 価 指 数 （コア）

は ， 前 月 比 ▲ 0.2 ％ ， 前 年 同 月 比 2.5 ％ で

あった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト (12 月 ) に よ る イ ン フ レ 期

待 は1年 後 ：3 .2％（前 月 2.7％），2年 後 ：3 .0％

（前 月 3.0％）となっている。 

10月 の生 産 者 物 価 （全 産 業 ）は，前 月 比 は0.3％，前 年 同 月 比 は▲0.3％となった。電

気 ガス水 道 が上 昇 （前 年 同 月 比 14 .8％）する一 方 ，製 造 業 が減 少 （同 ▲3.9％）した。  

 

（１０） 貿 易 － 黒 字 に 転 化 し た も の の ， 輸

出 入 ともに減 少 が続 いている－  
①  11 月 の 輸 出 額 （FOB ）は52 .8 億 ドル （ 前 年

同 月 比 ▲ 12 .0 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る と ，

鉱 業 品 30 .1 億 ド ル （ 同 ▲ 9.5 ％ ） （ 全 体 の

57 ％ ） ， 農 林 水 産 品 1.7 億 ド ル （ 同 ▲ 6.3 ％ ）

（ 全 体 の ３ ％ ） ， 製 造 業 品 21.0 億 ド ル （ 同 ▲

15 .7％）（全 体 の40％）となった。鉱 業 品 のう

ち銅 は27.2億 ドル（同 ▲8.7％）（鉱 業 品 輸 出

額 全 体 の92％）となった。 

②  11 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は 51 . 7 億 ド ル （ 前 年

同 月 比 ▲7.1％）となった 。内 訳 （CIF ）は，消 費 財 15 .9億 ドル（同 ▲11 .8％），中 間 財 27 .1

億 ドル（同 ▲6.2％），資 本 財 12 .1億 ドル（同 ▲6.9％）となった。 

③  11月 の貿 易 収 支 （FOB）5 .2億 ドルの黒 字 となった。 

 

（１１） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB）10月 の貿 易 額 は，輸 出 額 5.2億 ドル（前 年 同 月 比 ▲9.1％），輸 入 額

1.7億 ドル（同 ▲4.7％），貿 易 総 額 では6.9億 ドル（同 ▲8.1％）となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB ） ： 10 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 18.5 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 24.7 ％ ） ， 輸

入 額 14.0億 ドル（同 ▲20 .6％），貿 易 総 額 では32.5億 ドル（同 ▲23 .0％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） 10 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 2.6 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 23 .5％ ） ， 輸 入
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額 0.9億 ドル（同 ▲36.1％），貿 易 総 額 では3.5億 ドル（同 ▲27.3％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －横 ばい－  
11 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 2 .65193 ド

ル（４日 ）で始 まった。米 中 貿 易 戦 争 の懸 念

が ぬ ぐ え な い 中 ， 価 格 は 安 定 し た 推 移 。 月

末 に は 2.65533 ル （ 29 日 ） と 前 月 末 比 0.5 ％

で終 了 した。 

11 月 の 銅 在 庫 は ， 438 , 093 ト ン （ １ 日 ） で

始 ま り ， 月 末 に は 365 ,192 （ 29 日 ） と 前 月 末

より減 少 した。 

 

 

（２） 為 替 －急 速 なペソ安 －  
11 月 の 為 替 は ， 1 ド ル 735 . 05 ペ ソ （ ４ 日 ） で

始 ま っ た 。 国 内 政 情 不 安 か ら 投 資 家 が ド ル

買 い及 びチリからの資 金 待 避 を進 める。中 銀

は流 動 性 確 保 策 ，為 替 介 入 策 を 実 施 すると

ア ナ ウ ン ス し た に も 関 わ ら す ， 800 ペ ソ 台 を 突

破 。月 末 には830ペソ台 まで値 下 がりした。 

月 末 は 828 . 25 ペ ソ （ 29 日 ） と 前 月 末 差

101 . 91ペソで終 了 した。 

 

 

（３） 株 価 －悪 化 している－  
11月 のIPSA値 （サンティアゴ主 要 株 式 指

数 ）は4801 .56ポ イ ント （４ 日 ）で始 まった 。国

内 情 勢 不 安 が 続 く な か 企 業 の 株 価 に も 影

響 。世 界 経 済 が比 較 的 安 定 してい る中 で，

国 内 情 勢 不 安 が 持 続 的 株 価 減 に つ な が っ

ている。月 末 には4538 .80ポイント（29日 ）と，

前 月 末 比 ▲4.3％で終 了 した。  
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3．経 済 トピックス 

（１） 高 額 所 得 者 の税 負 担 率 試 算 ：報 道  

８日 ，政 府 と野 党 は税 制 改 正 案 に合 意 署 名 を行 った。民 間 のレポートによると，これに

より，税 収 見 込 みは 20 億 ドル，対 GDP 比 0.66％となる。 

 国 民 負 担 率 でみると，現 状 チリは約 21％であり，メキシコ（16 . 2％）を上 回 っているが，他

方 で OECD 平 均 （約 34％）よりもかなり低 く，ラテンアメリカ平 均 （22 .82％）よりやや低 い水

準 となっている。他 国 との比 較 で見 ると，チリの（2018 年 の）1 人 当 たり収 入 （15 ,923 米 ド

ル）に対 する税 負 担 率 は，1995 年 の韓 国 （1 人 当 たり収 入 16,566 米 ドル）よりも高 い負

担 率 （19 . 1％）となっている。 

 社 会 支 出 負 担 率 は 2016 年 の OECD 平 均 値 が約 21％であり，特 にフランス，フィンラン

ドは 30％超 ，ドイツ，オーストリア，ベルギー，デンマーク，ギリシャ，イタリア，ノルウェー，ス

ウェーデンでは 25％超 となっている一 方 ，チリは 10.9％となっている。 

 今 回 の税 制 改 革 には，（月 収 が）1500 万 ペソ以 上 の所 得 者 に対 する 40％課 税 ，４億 ペ

ソ以 上 の資 産 価 値 を 持 つ不 動 産 に 対 する追 加 課 税 が盛 り 込 まれている。新 しい 税 制 下

での高 額 所 得 者 の税 負 担 に関 し，年 収 が１億 8000 万 ペソの場 合 ，税 制 （当 館 注 ：第 ２カ

テゴリ税 制 ，個 人 に対 する税 制 ）により 5500 万 ペソを支 払 わなければならない。次 に，（い

わゆる手 取 りに当 たる）１億 2500 万 ペソ(１億 8000 万 －5500 万 )における家 計 消 費 支 出

割 合 が 30％，すなわち 3750 万 ペソと仮 定 した場 合 ，それに係 る付 加 価 値 税 等 が 1100

万 ペソとなる。さらに，先 述 の不 動 産 追 加 課 税 対 象 が５億 ペソだとすると，課 税 額 は 500

万 ペソとなる。トータルで，7100 万 ペソ，年 収 の 39％となる， 

 

（２） 記 録 的 なペソ安 の進 展 と中 銀 の口 頭 介 入 他 ：報 道  
 13日 ，当 地 「ラ・テルセラ」紙 は，昨 日 のチリペソ対 ドル為 替 レートの変 動 等 経 済 の動

向 について報 じているところ，右 概 要 以 下 のとおり。 

 

【為 替 】 

１  12日 ，国 内 情 勢 不 安 による市 場 不 安 の高 まりに よりペソ安 がさらに 急 伸 。ブリオ ネ

ス財 務 大 臣 が「不 安 」と発 言 した後 ，中 銀 の口 頭 介 入 が行 われた。 

 

２  760ペソ台 後 半 で取 引 が開 始 。その後 もペソ安 は進 展 していき，10時 30分 ，「ブ」大

臣 は，ペソ安 に懸 念 を 示 し，価 格 ，インフレ，消 費 財 に影 響 与 える，と述 べた。にもかかわ

らず，ペソ安 は止 まらず，11 : 50頃 には40ペソも値 下 がりし，一 時 800ペソ台 に突 入 した。 

 

３  12 : 30頃 ，マリオ・マルセル中 銀 総 裁 はコミュニケを発 出 。チリペソが高 いボラティリテ

ィを示 していることを認 めつつ，経 済 のファンダメンタルに注 視 していく必 要 があると述 べた。

市 場 はさらなる政 策 金 利 の引 下 げと潜 在 成 長 率 は2023年 に３％に回 復 すると予 測 する。

コミュニケ発 出 後 は780ペソ台 で推 移 し，終 値 は784ペソ台 でとなった。 

 

４  「 マ 」 総 裁 は ，10 月 の 金 融 政 策 決 定 会 合 で ， こ の 異 常 事 態 に 対 し て 様 々な ツ ール

（財 政 システム，国 庫 金 ，健 全 な財 政 ，390億 米 ドルに上 る外 貨 準 備 等 ）があることを示 し，

適 時 の金 融 政 策 に よ る調 整 を 通 じて３ ％の 物 価 上 昇 を 目 指 す， とした 。また ， 財 務 省 が

税 制 と予 算 法 案 につ いて与 野 党 の同 意 を 得 た ことは，不 確 実 性 を 緩 和 する効 果 がある

だろう，とも述 べた。 
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５  昨 夜 ， 財 務 大 臣 は10億 米 ドルの 国 庫 金 を 取 り 崩 し，ペ ソの 安 定 に 充 てる と 発 表 し

た。 

 

【その他 】 

１ 11月 の中 銀 アンケートによる，市 場 の成 長 率 見 通 しは2019年 1.9％，2020年 2 .3％，

2021年 が2.8％となった。また，政 策 金 利 は12月 に1.5％に引 下 げされるとみている。 

 

２  チ リ 建 設 業 会 議 所 に よる と ， 今 般 の 抗 議 活 動 に よ るイ ン フラ 被 害 に か かる 復 旧 額

はおよそ45億 米 ドルにのぼるとの試 算 を公 表 した。 

 

３  チリ 電 気 代 ，ガ ソリ ン代 が今 般 の為 替 安 により，今 後 値 上 がり する可 能 性 がある。

ま た ， ペ ソ 安 は 企 業 の コ ス ト 増 に つ な が る と の 意 見 も 出 て い る （ チ リ 国 営 石 油 会 社

（ENAP））。 

 

（３） 中 銀 の事 実 上 の為 替 介 入 ：報 道  
14日 ，当 地 各 紙 は，中 銀 による事 実 上 の為 替 介 入 する等 ，最 新 の経 済 動 向 について

報 じているところ，右 概 要 以 下 のとおり。 

 

【為 替 介 入 とマーケットの動 向 】 

１  13 日 ， 中 央 銀 行 はドル ペ ソの 流 動 性 確 保 のた め 。 40 億 米 ドルを 注 入 す るこ とを 発

表 した。30日 もしくは90日 の為 替 スワップ及 び売 り戻 し契 約 を来 年 １月 ９日 まで行 う。これ

により，外 貨 準 備 を減 らすこと無 く，短 期 的 流 動 性 を確 保 する。（参 考 までに中 央 銀 行 の

プレスリリースを別 添 する。） 

 

２  あくまで流 動 性 の確 保 が目 的 となっているが，市 場 の認 識 は違 い，エコノミストは外

貨 準 備 を利 用 しない ため，介 入 と認 識 されず，流 動 性 確 保 の手 段 と捉 えられるが，間 接

的 な為 替 への介 入 であると指 摘 する。 

 

３  一 部 の市 場 関 係 者 によると，国 内 外 の投 資 家 がチリの債 券 等 の売 却 を進 めている

こ と が ペ ソ 安 の 原 因 と な っ て お り ， 結 果 と し て 10 年 も の 債 券 の 利 率 が 0.79 ％ （ 18 日 は

0.26％）まで上 昇 した。 

 

４  為 替 市 場 の13日 の終 値 は前 日 から11ペソ安 の795 . 5ペソで終 わった。IPSA（サンテ

ィア ゴ主 要 株 式 指 数 ）は 同 日 は4412 .25ポ イ ント となり ， 10 月 18 日 と 比 較 して15％ 近 く 値

が低 下 している。 

 

【その他 （14日 ラ・テルセラ紙 ，エル・メルクリオ紙 ）】 

１ 今 般 の国 内 抗 議 活 動 に対 する政 策 措 置 等 により，政 府 債 務 残 高 が悪 化 する見 通

し。2020年 には対 GDP比 30％に達 するとの試 算 。 

 

２  チリ建 設 業 会 議 所 によると，先 週 の不 動 産 の販 売 が40％減 少 するとの見 込 みを発

表 。 

 

３  電 力 販 売 量 は10月 前 年 同 月 比 ▲2.2％減 少 ，生 産 量 は同 ▲1.7％減 。小 売 業 ，地

下 鉄 の短 縮 営 業 等 によるもの。11月 以 降 は持 ち直 す見 通 し。 

 

４ ガソリンの価 格 はペソ安 が進 展 しているにもかかわらず，４週 連 続 で横 ばいを維 持 。 
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（４） 抗 議 活 動 等 による経 済 への影 響 ：報 道  
 １ ５ 日 ，当 地 各 紙 は一 連 の抗 議 活 動 等 による経 済 への影 響 につい て報 じてい ると こ

ろテーマ毎 の概 要 以 下 のとおり。 

 

１．失 業 率 ・最 低 賃 金 の引 上 げ・経 済 成 長 率 （「エル・メルクリオ」紙 ） 

（１）ブリオネス財 務 大 臣 は１ ４ 日 ，自 身 の発 言 の中 で，現 下 の状 況 が継 続 した 場 合 ，

今 後 ３ ０ 万 人 の雇 用 が失 われる可 能 性 があるとの試 算 を 発 表 した。右 に より 現 在 ７ ％の

失 業 率 は１０％にまで悪 化 する。 

（２）これに先 立 ち下 院 労 働 委 員 会 に出 席 した「ブ」大 臣 は，最 低 賃 金 引 き上 げに関 し

て，一 部 から上 がっている賃 金 引 き上 げ分 を企 業 側 負 担 とする案 に異 論 を唱 え，最 低 賃

金 引 き上 げ分 は政 府 による補 助 金 にてまかなわれるべきとの考 えを示 した。最 低 賃 金 引

上 げ法 案 は１８日 に同 委 員 会 にて投 票 が行 われる予 定 。 

（３）さらに，「ブ」大 臣 はサブプライムローン危 機 後 の２００９年 のように，チリの来 年 の経

済 成 長 率 がマイナスになる可 能 性 も排 除 できないと述 べた。 

 

２．マーケット動 向 （「ラ・テルセラ」紙 ） 

（ １ ） １ ４ 日 の 為 替 市 場 は 史 上 初 め て １ ド ル ８ ０ ０ ペ ソ 台 で 取 引 を 終 え た 。 加 え て Ｉ Ｐ Ｓ Ａ

（サンティアゴ主 要 株 式 指 数 ）も一 連 の抗 議 活 動 が勃 発 した１０月 １８日 との比 較 で１ ３．

３６％（ドル建 てでは２３％）下 落 した。 

（２ ）影 響 は債 券 市 場 にもみられる。年 金 基 金 はより 低 リ スクのものに 資 金 が流 れ，利

率 が減 少 する一 方 ，高 リスクものは利 率 が上 昇 している。さらに，金 利 に関 してもペソ建 て

１０年 ものが０．２７％ポイント，ＵＦ建 て１０年 ものが０．７０％ポイント上 昇 し，それぞれ，３．

９１％，１．４２％としたほか（ＵＦ建 て１０年 ものの１０月 １８日 時 点 の金 利 は０．２６％），ミュ

ーチュアルファンド等 でも上 昇 が見 られた。 

（３）エコノミストは，社 会 情 勢 の不 透 明 さに加 え，憲 法 改 正 の議 論 により現 在 手 厚 く保

護 さ れてい る 私 的 所 有 権 に 影 響 が 及 ぶ こ とへの 不 安 感 が投 資 家 の 間 に 広 がってい る と

分 析 す る。また 一 連 の社 会 不 安 は 国 外 投 資 家 より も 国 内 投 資 家 に 対 して より 大 き な不

安 感 を 引 き 起 こして お り ，国 内 投 資 家 が 国 内 投 資 を 引 き 上 げ ドル建 ての国 外 投 資 に 資

金 を向 け始 めていることも指 摘 されている。 

（４）１３日 ，中 央 銀 行 はドルペソの流 動 性 確 保 のため２８ 日 の為 替 スワップ２億 ５０ ００

万 ドル及 び９１ 日 の為 替 スワップ２億 ドルの市 場 への注 入 を 発 表 した。（往 電 第 １８４３ 号

参 照 ） 

 

３．その他 （「ラ・テルセラ」紙 ） 

（１）２０２０年 予 算 案 はその全 体 について下 院 で可 決 されたが，予 算 案 の中 の９０億 米

ドル規 模 の政 府 債 務 案 は否 決 された 。右 債 務 案 に反 対 した理 由 について左 派 勢 力 は，

政 府 に対 してより幅 広 い分 野 における根 本 的 な問 題 解 決 であることを示 すためであるとす

る。 

（２）政 府 はガ ソリ ン価 格 を 維 持 し，消 費 者 への負 担 が発 生 することを 防 ぐために 国 営

電 力 会 社 （ＥＮＡＰ）に補 助 金 を投 入 する予 定 。 

（３）抗 議 活 動 発 生 以 降 の４ 週 間 で確 認 さ れた 経 済 関 連 指 標 に ついて，１０ 月 の新 車

販 売 台 数 は前 年 同 月 比 ▲24.5％，１１月 1１３日 から１２月 ３１日 までの旅 行 予 約 のキャン

セル及 び変 更 は合 わせて約 ３５％等 が紹 介 された。 

 

（５） 抗 議 活 動 等 による経 済 への影 響 ：報 道  
 18日 ，当 地 各 紙 は，一 連 の抗 議 活 動 等 における経 済 への影 響 について報 じていると

ころ，右 概 要 以 下 のとおり。 
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１．消 費 減 少 とクリスマス商 戦 における雇 用 （「ディアリオ・フィナンシエロ紙 」） 

（１）サンティアゴ商 工 会 議 所 によると，10月 18日 から27日 にかけての（財 の）消 費 が前

年 と比 べて10％減 少 した。 

（２ ）あ るコンサル機 関 は， クリ スマス期 間 中 は（通 常 期 と 比 べ て）30％雇 用 が増 加 す

ると言 われるが，2019年 は6.5％しか見 込 めないとみている。 

（３）同 期 間 中 はホテルの需 要 がピークに達 するが，今 年 はそれが見 込 めない点 ，電 子

商 取 引 の利 用 者 増 が影 響 しているとみられる。 

 

２．マーケット動 向 （「ディアリオ・フィナンシエロ紙 」） 

（１）１５日 に，チリ国 内 で新 憲 法 制 定 の国 民 投 票 合 意 がなされてから，チリペソが急 激

に値 を上 げており，１８日 もペソ高 で取 引 が始 まっている。 

（２）１４日 に８００ペソを記 録 した後 ，１５日 は７７７ペソ台 で取 引 を終 了 。１８日 は７６６ペ

ソ台 で取 引 が始 まっている。 

（３）国 内 情 勢 に加 え，米 中 貿 易 戦 争 に関 して米 中 首 脳 間 で電 話 会 談 が行 われたこと

もペソ高 に寄 与 したとみられる。 

 

３．10月 後 半 の輸 出 額 は▲37％減 少 （「ラ・テルセラ紙 」） 

（１ ）10月 後 半 の２ 週 間 に おけ る輸 出 額 は24 .2億 米 ドルと昨 年 の同 じ時 期 に 比 べて14

億 ドル減 少 ，約 ▲37％の減 少 となった（当 館 注 ：10月 全 体 では▲20 .7％の減 少 ，往 電 第

１８２８号 参 照 ）。 

（２）品 目 別 では，銅 が▲32％減 ，セルロース類 が▲70％減 と，サーモンが▲30％減 ，ボ

トルワインが▲42％減 ，アボカドが▲44％減 となっている。 

 

（６） 非 関 税 障 壁 報 告 書 の公 表 ：外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 プレスリリース  
１９ 日 ，Sub re iが公 表 した チリ 産 品 の輸 出 に 関 する非 関 税 障 壁 報 告 書 （２ ０ １９ 年 版 ）

では ， 前 年 度 に 報 告 さ れた WTO 協 定 上 の 動 植 物 権 益 （ Ｓ Ｐ Ｓ ） 及 び 貿 易 の 技 術 的 障 壁

（Ｔ ＢＴ ）を 特 定 し 紹 介 してい る。ジャニ ェス国 際 経 済 関 係 次 官 は，本 報 告 書 は，新 しい ビ

ジネスチャンスを求 めて世 界 への進 出 を 目 指 す企 業 ，特 に 中 小 企 業 にとって価 値 のある

ツールとなることを目 指 している，と語 った。 

報 告 書 では，（チ リ に とって） 北 米 が最 も動 植 物 権 益 面 で 開 放 さ れた 地 域 であ り ，チ リ

産 品 の輸 出 が達 成 できていると結 論 づけるととともに，（各 産 品 の）市 場 当 たり平 均 して３

８６件 の措 置 があるとしている。 

また ，報 告 書 は，６ ３ ６の農 業 品 で少 なくとも１ 件 以 上 のＳＰＳ上 の輸 出 許 可 措 置 があ

るとし，種 苗 類 では５２８件 ，林 業 では３８８件 ，海 産 物 では２７７件 の措 置 が導 入 されてい

ると指 摘 する。 

ＷＴＯに報 告 されたＳＰＳ通 報 （計 １，０３４件 ）及 びＴＢＴ通 報 （計 １，６３６件 ）のうち，ＳＰ

Ｓでは最 も多 いのはカナダ（１４１件 ），ブラジル（１４０件 ），ＥＵ（８８件 ），米 国 （７４件 ），日

本 （８７ 件 ）であり，ＴＢ Ｔ通 報 では，米 国 （２ ６３ 件 ），メキシコ（１５ ３件 ），ＥＵ （１１３ 件 ），ブ

ラジル（８５件 ），エジプト（８０件 ）の順 となった。 

ＷＴＯに通 報 された非 関 税 障 壁 のうち，チリの産 品 の輸 出 に影 響 を与 えた措 置 としては，

４０件 が指 摘 され，そのうちＳＰＳが１４件 ，ＴＢＴが２６件 であった。 

 

（７） 2020 年 度 予 算 案 の議 会 合 意 ：報 道  
27 日 ， 国 内 情 勢 不 安 に より 合 意 を 得 る のが 遅 れ て い た 2020 年 度 予 算 案 が 上 院 に て

可 決 された。その後 ，両 院 委 員 会 でも合 意 され，下 院 で承 認 された。 

2020年 度 予 算 案 の議 論 中 に発 生 した国 内 情 勢 不 安 により，政 府 は社 会 政 策 を発 表

した ことから同 案 の修 正 を 余 儀 なくされ，年 金 や高 齢 者 施 策 などにさらなる支 出 を 行 うこ
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ととなった。また，マクロ経 済 シナリオも，成 長 率 見 通 しの下 方 修 正 （2020年 当 初 3.3％予

想 →2.3％）により，およそ６億 米 ドルの歳 入 減 が見 込 まれたこともあり，社 会 経 済 安 定 基

金 の取 り崩 し（14億 米 ドル），90億 米 ドルの借 金 を行 うことを決 めた。支 出 額 は4.5％増 と

なる。 

論 点 となってい た のが ，基 礎 連 帯 年 金 の 引 上 げであ る。 両 院 委 員 会 で， 一 部 野 党 は

75歳 以 上 の年 金 を一 律 かつ即 時 に50％に引 上 げる案 を提 案 していたが，政 府 は引 上 げ

の段 階 的 実 施 を 提 案 し，受 け入 れられた。元 々2020年 １ 月 から段 階 的 に 増 加 させること

としてい たが，今 年 12月 から引 上 げを 開 始 ，これにより ，80歳 以 上 は12月 に 即 時 50％引

上 げ，75～79歳 は30％引 上 げの後 ，2021年 １月 に20％引 上 げ，その他 （65～74歳 ）は12

月 から25％の引 上 げ後 ，2021年 １月 ，22年 １月 と２回 に分 けて引 上 げとなる。 

今 後 政 府 は，2020年 度 予 算 案 に含 まれない今 年 12月 分 の年 金 引 上 げに関 する法 案

を作 成 する必 要 があり，その上 で，支 給 額 のさらなる増 加 の議 論 をしないことを求 めた。ブ

リオネス財 務 大 臣 は合 意 内 容 がそのまま遵 守 されることを期 待 する，年 金 増 加 の法 案 が

承 認 されるとの理 解 の上 で前 倒 し提 案 をしている。もしこれがひっくり返 るようなことがあれ

ば，それは残 念 なことだ，と述 べた。 

今 次 予 算 案 には，年 金 のほか，すべての65歳 以 上 の高 齢 者 の公 共 交 通 機 関 の運 賃

半 額 ，公 立 診 療 所 の助 成 金 の一 人 あたり額 を引 上 げ，医 薬 品 の値 下 げ，教 育 ローン予

算 の復 活 も含 まれている。 

 

（８） ペソ安 のさらなる進 行 ：報 道  
為 替 レートは26日 の終 値 798ペソ台 から暴 落 し，819ペソ台 まで値 下 がり した 。10月 18

日 の暴 動 発 生 以 降 ，約 108ペソ安 となっている。28日 には一 時 830ペソ台 にも突 入 するな

ど，引 き続 き歴 史 的 なペソ安 水 準 が続 いている。 

昨 日 の暴 落 の要 因 について，当 地 「エル・メルクリオ」紙 では，エコノミストの様 々な見 解

を示 している。その理 由 としては， 

 （1）各 種 暴 動 の発 生 により，ドル買 いが進 んだこと。 

 （ 2 ） 重 要 イ ンフラ 警 護 への 軍 の 協 力 を 可 能 に す る 法 案 に 大 統 領 が 署 名 した こ と（ 往

電 第 １９１２号 参 照 ）に対 し，市 場 が政 情 不 安 に走 ったこと。 

 （ 3 ） 中 央 銀 行 が 27 日 ， 次 回 の 金 融 政 策 レポ ート の 公 表 及 び 金 融 政 策 決 定 会 合 の

前 倒 し開 催 を決 定 したことで，市 場 に金 利 引 下 げ期 待 （による不 安 ）が増 したこと。 

 （ 4）米 経 済 成 長 率 が市 場 予 想 より 良 い 結 果 であ った ことに より，FRB の利 下 げ期 待

が和 らいだこと。 

 （5）（主 にドル売 りを行 っている）米 国 の投 資 家 が感 謝 祭 による休 日 で市 場 参 加 して

おらず，（相 対 的 に）ドル売 りが減 少 したこと。 

 （6）損 切 りにより底 値 が崩 壊 したこと。 

などが挙 げられ，このほか，中 銀 による外 貨 準 備 金 の投 入 示 唆 ，債 券 市 場 （特 に年 金

基 金 ）における資 金 流 動 についても言 及 されている。 

当 地 「ディアリオ・フィナンシエロ」紙 では，ペソ安 の外 的 要 因 の一 つとして，米 国 が香 港

人 権 法 を成 立 させたことで，米 中 貿 易 戦 争 が激 化 するおそれがあることも指 摘 している。 

 

（９） 10 月 消 費 の大 幅 減 少 ：チリ商 工 会 議 所 プレスリリース  
10 月 の 首 都 圏 州 小 売 商 業 販 売 指 数 は 10 月 18 日 以 降 の 国 内 情 勢 不 安 に より ，い わ

ゆる既 存 店 ベースで前 年 同 月 比 ▲15 .6％，全 店 ベースで▲17 .2％となった。 

ベルナディタ・シルバ・チリ商 工 会 議 所 研 究 所 長 による見 解 と見 通 し 

（１）これは放 火 や略 奪 の被 害 によるものであり，何 より金 銭 的 損 害 にもつながっている

ことや，労 働 者 ，消 費 者 双 方 の身 を危 険 にさらすことになった。 

（２）カテゴリー別 では，耐 久 財 ，半 耐 久 財 は大 きく影 響 を受 けた一 方 ，スーパーや食 料

品 店 で は 食 料 不 足 に 対 す る 不 安 に よ る 駆 け 込 み 需 要 が み られ た た め， 影 響 は 小 さ かっ
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た。 

（３ ）11 月 の 見 通 し は 不 透 明 で あ る 。 一 番 強 く デモ 活 動 等 の 影 響 を 受 け ては い るが 月

後 半 は営 業 時 間 の正 常 化 等 で売 上 げが幾 分 か回 復 したとみられる。しかし，まだ完 全 回

復 したわけではなく，必 需 品 でない 財 に 対 する購 買 意 欲 が落 ち 込 んでい る。状 況 が悪 化

しないと仮 定 すると，11月 は前 年 同 月 比 ▲10～15％となるだろう。 

カテゴリー別 にみると，必 需 品 以 外 の分 野 で落 ち込 みが顕 著 であった。それぞれ，既 存

店 ベ ース， 全 店 ベ ー スの前 年 同 月 比 は， 衣 料 品 が▲26 .1％，▲31 .4％，靴 は▲34.0％，

▲32 .7％，電 化 製 品 は▲17.1％，▲30 .9％，住 宅 は▲34 .3％，▲36 .9％，家 具 は▲24.8％，

▲27 .7％となった 。一 方 で，スーパーは▲5.8％，▲5.7％と落 ち 着 い てお り ，特 に スーパー

全 店 ベース１月 から10月 の累 計 はプラス0.5％と唯 一 プラスとなっている。 

 

（１０） チリ中 銀 の外 貨 準 備 取 り崩 しによる為 替 介 入 の実 施 公 表 ：中 央 銀 行 プレスリリー

ス及 び報 道  
28日 ，チリ 中 央 銀 行 は為 替 介 入 の実 施 を 公 表 した ところ ，そ の概 要 及 び29日 の当 地

報 道 ぶりについては以 下 のとおり。 

１．チリ中 銀 プレスリリース（２８日 付 ） 

（１）ここ数 週 間 において国 内 でおきた各 種 抗 議 活 動 や暴 動 等 による社 会 情 勢 不 安 は

経 済 の正 常 な機 能 ，そしてポ ート フォリ オに 大 き く影 響 を 与 えてお り，金 融 価 格 に 圧 力 が

生 じている。この摩 擦 状 態 を緩 和 するため，中 銀 は様 々な措 置 を講 じてきたものの，為 替

レートにおけるボラティリティが高 まっており，その不 確 実 性 から為 替 レート 水 準 が歴 史 的

なものとなっている。 

（２）ペソ安 によるインフレへの反 映 は緩 やかと考 えられるが，価 格 決 定 ，家 計 及 び企 業

の経 済 活 動 そ のものへの影 響 が発 生 する とみられ，経 済 の健 全 な調 整 機 能 が果 た され

ず，市 場 に影 響 が及 ぶ。 

（３）上 記 観 点 から，1999年 以 降 実 施 されている為 替 レートとインフレ率 の柔 軟 性 目 標

の枠 組 みは適 切 な場 合 にお いて為 替 介 入 を 行 う可 能 性 を 考 慮 してい ることを 根 拠 と し，

中 銀 は為 替 介 入 を行 うことを決 定 した。 

（４ ）期 間 は 本 年 12月 ２ 日 から来 年 ５ 月 29 日 まで，規 模 は 最 大 200億 米 ドルとな る。そ

の方 法 は，それぞれ最 大 100米 ドルのスポット市 場 でのドル売 り及 び（為 替 ）ヘッジ商 品 の

販 売 。また，11月 14日 に発 表 した短 期 流 動 性 確 保 策 の期 限 を来 年 ５月 29日 まで延 長 す

る。 

（５）中 銀 は引 き続 き経 済 の正 常 な機 能 維 持 のためあらゆる手 段 を用 いていくこととし，

また，２年 で３％インフレ目 標 にすることを目 指 す。 

 

２．「エル・メルクリオ紙 」（２９日 付 ） 

（１ ）１ ドル 829ペ ソとな った 28 日 午 後 ， 中 銀 は過 去 最 大 規 模 の 200 億 ドル 規 模 の 為 替

介 入 実 施 を決 定 した。今 回 が過 去 20年 で５回 目 の為 替 介 入 で，最 後 に行 った為 替 介 入

は2011年 １月 ，12か月 間 で120億 米 ドルの規 模 であった（この際 はペソ高 の是 正 ）。 

（２）各 エコノミストの見 解 は以 下 のとおり。 

・スポット市 場 への介 入 により29日 の為 替 市 場 開 始 に大 きな影 響 を与 える。しかし，長

続 きはせず，市 場 のファンダメンタルズに依 存 していく。 

・介 入 策 は短 期 的 な マクロ経 済 を 安 定 さ せるが，治 安 が 正 常 とならない 限 り ， 不 安 定

な状 態 は続 く。 

・中 銀 は為 替 介 入 を することで政 府 に 対 し投 資 家 のドル買 いに つながった暴 動 等 を 終

わらせることを期 待 するとの発 信 をすることにもなる。 

・ 中 銀 が 為 替 介 入 を 終 わ らせ る 唯 一 の 方 法 （ 条 件 ） は， 治 安 情 勢 を 正 常 化 す る 政 策

が存 在 することである。 
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３．「ディアリオ・フィナンシエロ」紙 （２９日 付 ） 

 為 替 介 入 のア ナウ ンス効 果 から寄 り つ き は802ペ ソで開 始 し， 一 時 798ペ ソ台 まで 値

を 下 げた もの の ， 一 時 820 ペ ソ 台 まで ， 値 を 下 げ 戻 し た 。 終 値 （ 14 時 ） は809 ペ ソ 台 で あ っ

た。 

 

（１１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC）の大 幅 減 ：中 央 銀 行 プレスリリース及 び報 道  
10月 のIMACECは前 年 同 月 比 ▲3.4％の減 少 となった。季 節 調 整 値 でみると，前 月 比

▲5.4％減 となった。 

業 種 別 にみると，鉱 業 部 門 は前 年 同 月 比 2.0％増 であったが，非 鉱 業 部 門 同 ▲4.0％

減 であった。サービス業 （教 育 ，交 通 ，レストラン・ホテル等 ），製 造 業 ，商 業 で減 少 した一

方 ， 建 設 業 では 増 加 となった 。なお ， 季 節 調 整 値 では， 鉱 業 部 門 が 前 月 比 0.9％ 増 ，非

工 業 部 門 が▲6.1％となっている。 

パラ シ オ ス 経 済 大 臣 は， 暴 力 行 為 に よ る 社 会 的 影 響 が 示 さ れ た 結 果 で あ り ， 暴 力 は

失 業 を意 味 するだけであり今 こそ中 小 企 業 をへの支 援 が必 要 である，と述 べた。 

国 内 エコノミストの見 解 は以 下 のとおり。（２日 「ディアリオ・フィナンシエロ」紙 電 子 版 ） 

・予 測 を上 回 る悪 さ。この減 少 により生 産 が大 きく減 少 し，それが回 復 することはないだ

ろう。 

・10月 18日 以 降 の国 内 情 勢 を鑑 みればしかるべき結 果 であり，11月 も悪 化 するだろう。

暴 力 行 為 と不 確 実 性 が続 けば，2020年 に投 資 が減 少 し，GDPがマイナス成 長 となっても

驚 くことではない。これが現 実 である。 

・チリはデモ活 動 や略 奪 行 為 だけでなく，現 在 深 刻 な経 済 問 題 も抱 えている。 

 

（１２） インフラプロジェクトのコンセッション入 札 の開 始 ：報 道  
社 会 騒 乱 が続 いてい る中 ，当 初 予 定 を 変 更 しながらも，３つのインフラプロジェクトのコ

ンセッション入 札 の公 示 が本 日 行 われる。入 札 期 間 は２０２０年 １月 から５月 まで。事 業 規

模 は１ ０ 億 米 ドルに 上 る。これら入 札 に 関 する書 類 を 中 国 ，チリ，欧 州 ，ペルー（Grana  y  

Mon te ro社 ）など約 ４０社 が購 入 しスタディしている。 

一 つ目 のプロジ ェクト は，タルカ，チジャン間 の国 道 ５ 号 線 の第 二 次 コンセッションで，１

９５キロの高 速 道 路 の橋 梁 ，高 架 橋 ，鉄 道 との立 体 交 差 ，インターチェンジ，バイパス路 と

の 接 続 な ど を 含 む ８ ０ ４ 百 万 米 ド ル で ， 中 国 企 業 （ Ch ina  Ha rbou r  Eng inee r in g ， Ch ina  

Commun ica t ions  Cons t ruc t ion，Ch ina  Ra i lway  Cons t ruc t i on  Corpo ra t i on）を含 む２５

社 が入 札 書 類 を購 入 した。 

二 つ 目 のプロジェクト は，チリ最 南 端 の空 港 整 備 で，プンタアレナス空 港 の容 量 拡 張 ，

バルマセダ空 港 のターミナル設 備 等 の拡 張 ，プレジデンテ・カルロス・イバニェス・デ・カンポ

空 港 への設 備 導 入 な どを 含 む１６ ２ 百 万 米 ドルで，上 述 の企 業 を 含 む２１ 社 が同 書 類 を

購 入 した。 

三 つ目 のプロジェクトは，コキンボ州 のラ・セレナのラ・フロリダ空 港 のターミナル整 備 で，

現 在 未 整 備 のゲートブリッジの整 備 （２カ所 ），電 源 ステーション，管 制 所 ，荷 物 検 査 場 の

増 設 などを含 む６８百 万 米 ドルで，上 述 の企 業 を含 む９社 が資 料 を同 書 類 を購 入 した。 

これらのプロジェクトの雇 用 創 出 効 果 は２万 ４千 ５百 人 と評 価 されている。公 共 事 業 省

のコンセッション担 当 局 長 は，投 資 家 は明 らかにこの国 の状 況 を注 視 しているが，本 入 札

プロセスへの参 画 に関 心 を失 っているとの徴 候 は得 ていないと見 ている。 

 

（１３） 経 済 対 策 の公 表 ：大 統 領 府 プレスリリース  
２日 ，ブリオネス財 務 大 臣 は，雇 用 の保 護 と経 済 の回 復 プランと冠 した 経 済 対 策 を 公

表 した 。この対 策 案 は，雇 用 の保 護 ， 公 共 投 資 ，中 小 企 業 支 援 ，国 の 復 興 に 重 点 をお

いたものである。規 模 は55億 米 ドルである。 

「ブ」大 臣 は，２ 日 公 表 されたIMACEC（経 済 活 動 指 数 ）の悪 化 を 挙 げつ つ，失 業 率 が
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まだ悪 化 していないが切 迫 感 を持 って行 動 する必 要 があると述 べ，統 計 上 の悪 化 だ けで

はなく，数 千 の企 業 が危 険 にさらされており，特 に中 小 企 業 への影 響 が大 きい，とし，その

ために雇 用 保 護 が重 要 であると述 べた。 

55 億 米 ドルのう ち， 政 府 支 出 が30.25 億 米 ドル， 中 小 企 業 支 援 が19 .5 億 米 ドル，そ の

他 に5.25億 米 ドルが充 てられる。この対 策 は一 時 的 なものであり，公 共 投 資 を通 じて雇 用

の創 出 を行 うことに焦 点 を 当 てている。大 臣 はこれにより，10万 人 の新 規 雇 用 創 出 効 果

があると見 ている。 

また ，労 使 関 係 に お い て， 企 業 活 動 や 労 働 が 抗 議 活 動 等 の 影 響 を 受 け てい るこ と が

証 明 さ れ た 場 合 ， 失 業 保 険 に 加 入 し て い れば 労 働 時 間 の 短 縮 が 可 能 と なり ， そ の 分 を

保 険 で補 償 することができる。 

中 小 企 業 支 援 策 は，所 得 税 の一 部 を前 倒 しで還 付 すること，また10～12月 の付 加 価

値 税 を 無 利 子 での分 割 払 い を 可 能 と する こと， 中 小 企 業 向 け ローン 基 金 等 への増 資 を

行 う。 

公 共 投 資 については，サンティアゴ地 下 鉄 の復 興 に加 え，新 たに９億 2,100万 米 ドル規

模 の復 興 プロジェクトのほか，地 方 にも，鉄 道 ，住 宅 建 設 ，教 育 等 に対 して投 資 が行 われ

る。 

 

（１４） 財 政 悪 化 見 込 み：報 道  
経 済 対 策 に伴 い，これまで目 標 としていた構 造 的 財 政 赤 字 を毎 年 0.2％ポイント削 減 し，

2022年 に（対 GDP比 ）▲１％に達 することとしていたが，2020年 は▲３％となる見 込 みであ

る。また，財 政 支 出 は▲9.8％となり，2009年 以 来 の水 準 である。 

 資 金 需 要 は166 . 6億 米 ドルで，うち約 110億 米 ドルが外 貨 建 てとなる。これにより，ブリオ

ネス財 務 大 臣 は，債 務 残 高 は2024年 末 まで対 GDP 比 で約 38％に達 する傾 向 があ る，と

述 べた。これは，1990年 以 降 では最 高 水 準 となっており，現 在 よりも11％も高 くなる。 

また，財 務 省 は成 長 予 測 のアップデートを公 表 した。11月 には2019年 の成 長 率 見 通 し

が1.8～ 2.2％ と してい た が， 10 月 IMACEC の デー タを 考 慮 し ， 1.4 ％に 下 方 修 正 し た 。 また

2020年 の見 通 しは１～1.5％と11月 の見 通 し２～2.5％から１％ポイント下 方 修 正 した。 

 

（１５） シュミット環 境 大 臣 の COP25 参 加 ：環 境 省 プレスリリース  
 チリ環 境 大 臣 兼 COP25議 長 のカロリナ・シュミットは，COP25において，現 在 チリが直 面

してい る社 会 的 危 機 を 鑑 みつ つ，地 球 が 直 面 してい る環 境 的 危 機 につ いて言 及 し た。こ

の環 境 危 機 は人 類 が直 面 してい る重 要 な課 題 であり ，それは社 会 的 不 平 等 を 深 め，主

に脆 弱 な国 や人 々へ影 響 を 与 えるため不 公 平 なものである，と，COP25開 始 に 先 立 った

記 者 会 見 （於 ：マドリード）で述 べた。 

 「シ ュ 」 大 臣 は， COP25を チ リ で 開 催 でき な い こ とは 痛 ま しい と し た が， 気 候 変 動 対 策 を

推 進 する重 要 性 を放 棄 するわけではない，と述 べた。 

 「シュ」大 臣 は，昨 年 ブラジルがCOP25開 催 を辞 めてチリがCOP25議 長 国 となったことを

想 起 しつつ，開 発 途 上 国 は気 候 変 動 の影 響 を強 く受 けてい る，多 国 間 での協 力 が必 要

である，としている。また，世 界 は前 例 のない環 境 危 機 が起 こっており，大 気 中 のCO2レベ

ルが史 上 最 高 であ る こと，エネ ルギ ー産 業 にお け る排 出 量 が 大 き く増 加 してい るこ と， 南

極 が１０年 前 から比 べて３倍 の速 度 で溶 けていることを述 べた。したがって，今 が行 動 する

時 である，それはスローガンではなくすべての国 の必 要 条 件 である，とした。 

 「シュ」大 臣 は，COP25議 長 としての役 割 として，交 渉 を 主 導 し，目 標 を 詳 述 すべき であ

る。主 として，緩 和 ・適 応 ・実 施 手 段 を含 めて気 候 行 動 への野 心 を高 めることである。「シ

ュ」大 臣 は，COP25開 催 中 に，「Cl ima te  Ac t i on  A l l i a nce」を更 に進 展 させ，企 業 や地 方

政 府 といった新 たなアクターを取 り込 んでいくこととした。 

 また ，COP25の重 要 なテ ーマの１つ であ る「B lue  COP 」を 継 続 し，海 洋 分 野 にお け る解

決 のプラットフォームを立 ち上 げることを強 調 した。 
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 また，「シュ」大 臣 は，COP25はマドリード開 催 ではあるが，今 回 のCOPはラテンアメリカの

アイデンティティを維 持 することを強 調 し，開 発 途 上 国 が抱 える困 難 や脆 弱 性 を緩 和 する

必 要 性 を述 べた。 

 「シ ュ 」 大 臣 は ，ス ピ ーチ の 冒 頭 に ，チ リ の 社 会 情 勢 に つ い て 触 れ，チ リ は これま で 長 い

間 経 済 発 展 のモ デ ル であ った が， 現 実 に は 富 が 公 平 に 共 有 ・ 分 散 がな されてい ない こ と

が示 された，１０月 １８日 から起 こった一 連 の抗 議 活 動 について大 多 数 の市 民 によって民

主 的 方 法 にて行 われているが，一 部 の少 数 派 が暴 力 的 なやり方 で行 っているため，市 民

の平 和 な生 活 の権 利 を危 うくしている，とした。 

 更 に ，この状 況 で最 も困 難 なことは失 われた 命 があ ることであ る，しかし，チ リ 政 府 は人

権 を尊 重 するというコミットメントと支 援 措 置 を持 っている，我 々は人 権 に関 する報 告 書 を

苦 痛 と懸 念 を持 って受 け取 った，それが判 明 したなら我 々はすぐに行 動 に移 す，と結 論 づ

けた。 

 

（１６） 中 銀 経 済 見 通 しの公 表  
 チリ中 央 銀 行 が今 回 公 表 した報 告 書 では，2019年 の経 済 成 長 見 通 しは1.0％と，前 回

予 想 （（９ 月 ）2 . 25～2.5％）から下 方 修 正 した。さらに2020年 見 通 しは0.5～1 .5％ ,2021年

は2.5～3.5と 前 回 予 想 から 下 方 修 正 され た 。消 費 者 物 価 指 数 は2019年 平 均 では2.3％

（同 2 .2％），2019年 末 に3.4％（同 2 .7％）と上 方 修 正 され，また，2020年 の年 平 均 は3.9％

（同 2.8％）と上 昇 すると予 測 している。 

 産 業 活 動 は，10月 18日 以 降 発 生 している国 内 情 勢 不 安 により 、経 済 活 動 が縮 小 して

おり， 特 に 今 四 半 期 は 消 費 と 投 資 が 大 幅 に 減 少 してお り ，成 長 率 は ▲2.5％に なるとみ

て い る 。 中 期 的 な 経 済 の フ ァ ン ダ メ ン タ ル が ぜ い 弱 と な っ て お り ， 社 会 関 連 制 度 の 変 更

（例 えば新 憲 法 制 定 など）や財 政 支 出 増 加 圧 力 がさらに長 期 化 すれば，雇 用 や生 産 にさ

らなる悪 影 響 を及 ぼすだろう。先 行 きが良 くなるには，企 業 と家 計 の経 済 への信 頼 ，雇 用

市 場 ，消 費 ，投 資 が重 要 である。 

 ４日 に開 催 された金 融 政 策 決 定 会 合 では，政 府 の財 政 政 策 と中 銀 の為 替 政 策 を加 え

て，現 在 の金 融 政 策 でインフレ目 標 達 成 は十 分 とみており，政 策 金 利 は1.75％で維 持 す

ることを 決 定 した。このシナリオ は不 確 実 性 が取 り 除 かれ，正 常 な経 済 に 戻 り，12月 から

緩 やかに 回 復 する 場 合 であ るこ とに は留 意 が必 要 であ る。 物 価 は2020 年 に ４ ％近 くま で

上 昇 し，2021年 半 ばにかけて緩 やかに減 少 するとみられる。 

 世 界 経 済 では，2020から2021年 にかけての経 済 成 長 率 は以 前 に大 幅 に下 方 修 正 され，

ここ10年 で最 低 の値 となり，チリ経 済 の下 支 えになることはない。交 易 条 件 も以 前 の予 測

から悪 化 し，銅 価 格 は１ポンド2 .7ドルとなる。 


